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１ 食品産業センターの概要

食品製造企業の全国団体

業種別団体、企業、地方食品産業協議会等が会員

会員企業・団体の環境問題担当責任者等を構成員とする常

設の「環境委員会」を設置

容器包装リサイクル法についても、全国各地で事業者や消
費者等を対象とした普及・啓発セミナーを開催するとともに、
容器包装の３Ｒの推進のための事例集の整理・公表を実施
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２ 食品製造業界と容器包装リサイクル

食品製造業にとって、容器包装は食品の保護機能が最優先される。

中小企業がほとんど。製品は、多種多様で、温度帯も加温・常温・チ
ルド・冷凍に及ぶ。

容器包装リサイクル費用の過半（約５５％）を食品業界が負担し、容
器包装のリサイクルに寄与。

また、自主行動計画にのっとり、軽量化・薄肉化等により、容器包装
の発生抑制（リデューズ）を推進するとともに、つぶしやすい容器や
ラベルをはがしやすくすること等により、リサイクルの容易化を推進。

こうした成果を食品製造企業は、自社の「環境報告書」やホーム
ページで公表するほか、工場見学や消費者団体等とのフォーラム
等の場で説明。

財団法人 食品産業センター

3

２－１ プラスチック製容器包装 再商品化義務総量

財団法人 食品産業センター

食料品 ： 452,568ｔ（906,950ｔ×49.90%）

清涼飲料等 ： 45,620ｔ（906,950ｔ×5.03%）

酒類 ： 2,177ｔ（906,950ｔ×0.24%）

合計 ： 500,364ｔ 55.17%

日本容器包装リサイクル協会

平成２２年度再商品化義務量自主算定係数の算出根拠より
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２－２ 容器包装廃棄物の排出抑制

具体的事例
＊詳細は、「平成20年度 容器包装廃棄物抑制及びリターナブル容器利用等調査報告書 食品産業センター」参照

「味の素KK コンソメ」（固形7個、21個、24個入箱）では、内装のプラスチックの厚みを薄くし
て、重量を18%削減した。それにより、プラスチック使用量を16t/年削減した。

「お弁当にGood！ミニハンバーグ」では、トレイをより軽量な
プラスチック素材へ変更し、トレイ重量を13.4%削減し、
プラスチック使用量を12t削減した。
これまでに「お弁当にGood ! 」シリーズや「今川焼」などで実施した、包装資材の軽量化・小
型化は、2008年度には年間約160トンのプラスチック使用量削減につながっている。

2009年2月に、2リットルのPETボトル
として 国内最軽量38gの（2009年3月
末現在（自社調べ））を実現しながら、
ラクに持てて注ぎやすい新感覚のPET
ボトル「ecoるボトルラク持ち」を開発した。
また2009年5月には新ウォーターブランド「い・ろ・は・す」
用に、自社水製品容器の従来比で約40%も軽量化した。
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２－３ 容器包装廃棄物のリサイクル容易化

具体的事例
＊詳細は、「平成20年度 容器包装廃棄物抑制及びリターナブル容器利用等調査報告書 食品産業センター」参照

ドレッシング容器は、排出時の分別を容易にするために、

材質ごとに以下のような点を変更した。

・糊の材質を改良して、ラベルをはがしやすくした

・リサイクルの際にガラスびんから中栓をはずしやすく工夫

・使用後の分別方法に関する情報をラベルに記載

お客様に簡単にリサイクルしてもらえるよう、

瓶やＰＥＴボトルから楽に取り外せるキャップを使用(2000年～)し、

各商品ラベルにも取り外し方法を記載している。

缶容器を使用していたが、病院や介護施設などから空き缶の廃棄に手間がかかると指摘さ
れたため、これらの容器をロングライフタイプの紙容器（紙＋アルミ＋ポリエチレン）に切り替
えた。これにより、使用後の容器は折りたたむことにより場所を取らず、また、紙の部分をリ
サイクルすることが可能になった。
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３ 食品の容器包装の機能と現状

食品の容器包装の機能

保護機能 （食品が生産され、消費されるまでのすべての場面で

の物理的、化学的、生物的、人為的要因から当該

食品を保護し、安全性・品質を確保）

利便機能 （輸送・小分け）

情報機能 （訴求性、商品表示、取扱い表示）

食品容器包装の選択に当たっては、こうした機能を発揮
出来るよう材質・構造を決定。出典：「包装早わかり」（社）日本包装技術協会

（参考）別紙１参照

食品容器包装のリサイクルに関する懇談会（農林水産省総合食料局 座長：石川雅紀

神戸大学大学院教授）報告書（平成17年12月26日）（抜粋）
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４ 食品企業における容器包装の選択

新商品の開発にあたり、どのような容器包装を採用するかを
めぐり、３に述べた要素を考慮にいれ、商品ごとのその特性
を踏まえて決定。
発売後、市場にて消費者の選択により定着。

その際、容器包装のデザイナーや容器包装製造メーカーと
協議し、容器包装メーカーからの提案を受けて採用を決定。

中小食品企業の場合には、容器メーカーの販売している既
存のラインアップから選択することも多い。

このため、容器包装のデザインについては、商品によって
様々であるが、プラスチック製容器包装を使用する場合、そ
の材質は、概ね食品の種類ごとにほぼ一定ではないかと思
われる。

財団法人 食品産業センター
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５ プラスチック製容器包装と食品

プラスチック（熱可塑性樹脂）は、熱に弱い、機械的強度が弱い、有機溶
剤に弱い、紫外線にさらされると劣化しやすい、静電気を帯びやすい等の
面はあるものの、

1. 成形性に優れている
2. 透明性・着色性を有する
3. 軽量である
4. 耐衝撃性に優れる
5. 耐腐食性、耐薬品性に優れたものが多い
6. 断熱性がある
7. 耐水性がある
8. 接着性がある

等の利点がある。（出典：「包装早わかり」(社)日本包装技術協会）

このため、プラスチックは、食品の容器包装として幅広く使用され、
今日では、プラスチック製容器包装なしでは、食品の製造・流通・
消費は考えられない。
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５－１ 食品容器包装に用いられる主なプラスチックの種類

名称
ポリエチレン
ポリプロピレン
ポリエチレンテレフタレート
ポリスチレン
ポリ塩化ビニル
ポリ塩化ビニリデン
＊詳細は次頁「主なプラスチックの特性と用途」日本プラスチック工業連盟資料参照

上記のうち、ポリ塩化ビニル及びポリ塩化ビニリデンについては、バリア
性に富むという利点はあるものの、塩素を含むことからリサイクルの上で
困難な面があるとされているが、現在では、両者を使用している品目は少
なく、品質保持上不可欠なハム、ソーセージ。チーズ原料等の一部の品
目に限られている。

また、非発泡ＰＳについても代替が進み、使用量は減少している。使用さ
れている品目は、乳性飲料等の一部の品目に限られている。

財団法人 食品産業センター
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５－２ 包装・容器（プラスチック製品）の素材別の出荷数量

出荷数量 構成比

（千トン） （%）

プラスチック製品合計 3,819.9 100.0

１）フィルム・シート計 1,927.3 50.5

ＰＥ 751.6 19.7

ＰＰ 339.4 8.9

ＰＶＣ 57.1 1.5

ＰＶＤＣ 43.8 1.1

その他 735.4 19.3

２）中空成形容器計 770.0 20.2

ＰＥＴ 586.4 15.4

その他 183.6 4.8

３）射出成形容器計 394.8 10.3

ＰＰ 221.6 5.8

ＰＳ 48.5 1.3

その他 124.7 3.3

その他 727.8 19.1

平成20年
（２００８年）一部推定値

財団法人 食品産業センター

（出典：「包装技術-平成21年6月号」(社)日本包装技術協会）

11

６ 複合素材のプラスチック製容器包装と食品

プラスチックには様々な種類があり、それぞれ特性がある。
また、紙及びアルミ等との複合素材も使用し、多種の素材を組み合わせ
ることにより、多様な性能が得られ、多様な保護機能が充たせる。

食品容器包装の機能を十全に発揮するためには、単一素材では対応
不可能。単一素材であれば、機能面で決定的に劣るのみならず、資源の
大量消費によりかえって環境負荷を増大（複合素材は排出抑制に貢献）。
したがって、複合素材の容器包装を単一素材のものに切り替えることは
困難。

容器包装の使用量の削減、リサイクルの容易化は進めているが、インク・
顔料の使用の削減は、食品容器包装の重要な機能（情報機能）を十分に
発揮する観点から困難。

なお、金属との複合については、金属の混入をできるだけ少なくするため、
アルミ箔からアルミ蒸着等への切り替え等の工夫を行っているところ。

財団法人 食品産業センター
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６－１ 容器包装の保護機能（積層フィルム）Ｎｏ．１

財団法人 食品産業センター

OPP20μ/PE10μ/VMPET12μ/PE10μ/CPP18μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性（単位：ml/㎡/day/Mpa） 10
水蒸気ﾊﾞﾘｱ性（単位：g/㎡/day） 1

PET12μ/VMCPP30μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性 157
水蒸気ﾊﾞﾘｱ性 1

PE30μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性 69,500
水蒸気ﾊﾞﾘｱ性 16

CPP30μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性 38,000
水蒸気ﾊﾞﾘｱ性 6

PE単体 CPP単体
OPP20μ/PE10μ/VMPET12μ/PE10μ/CPP18μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性 213,354μ≒213㎜ 97,212μ≒97㎜

水蒸気ﾊﾞﾘｱ性 380μ≒0.4㎜ 110μ≒0.1㎜
PET12μ/VMCPP30μ 酸素ﾊﾞﾘｱ性 13,292μ≒13㎜ 6,056μ≒6㎜

水蒸気ﾊﾞﾘｱ性 499μ≒0.5㎜ 144μ≒0.15㎜

積層ﾌｨﾙﾑと単層ﾌｨﾙﾑのﾊﾞﾘｱ性計算値比較

積層ﾌｨﾙﾑのﾊﾞﾘｱ性を単層ﾌｨﾙﾑで維持しようとした場合

※単層ﾌｨﾙﾑの場合積層ﾌｨﾙﾑに比べて、
はるかに高い厚みが必要となり、樹脂量は逆に大幅に増える。

13

６－１ 容器包装の保護機能（積層フィルム）Ｎｏ．２

財団法人 食品産業センター

７日賞味期限が長くなる

容器の減量に適している

【単体ＣＰＰ包材】
（仮に作るとすると）

安全・安心、減量化

２年

【多層化包材】

厚さ１０ｍｍ以上
０．０８ｍｍ

（３層：PET/AL/CPP）

〈 品質保持期間 〉

〈 包材の減量 〉 〈 約１／１００ 〉多層化の効果

〈 約１００倍 〉

レトルトカレーの包材で比べてみると
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７ プラスチック製容器包装の識別表示の高度化

高度な材料リサイクルに資する観点から、プラスチック製容器包装
の識別表示に関して、住民にわかりやすく大きくすべきである、更に
細分化すべきであるとの指摘があるが、食品メーカーとして対応で
きないわけではない。

しかし、食品の容器包装への表示については、消費者は、ＪＡＳ法
や食品衛生法、更には健康増進法等に基づく食品自体に関する表
示を重要視。

加工食品の原料原産地表示の対象品目の拡大や栄養成分表示の
充実を求める声が強い一方、核家族化、中食化等により、容器包装
の小型化が進展すると予想される状況の中では、限られた容器包
装のスペースに識別表示の高度化は困難。

なお、現在以上の分別区分の細分化は、消費者、及び自治体の負
担を増すばかりであり、適切な分別に対する消費者の協力を得るこ
とが困難となることを懸念。

財団法人 食品産業センター

15

７－１ 食品表示に関する制度（消費者庁資料）

財団法人 食品産業センター
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８ 材料リサイクル優先に関する食品業界の考え方

昨年８月のパブリックコメントでも意見表明を行っているように、プ
ラスチック製容器包装のリサイクルについては、再商品化の手法
ごとに、資源代替性、環境負荷低減性の面で材料リサイクル手法
を優先的の取り扱う明確な根拠が明らかでない状況下では、再商
品化の経済性・効率性を基本とすべきである。したがって、入札の
時点で特定の手法を他の手法に比べ優先することは避けるべきで
あり、現在の材料リサイクル優先の取扱いは、経過措置を設けた
上で、将来的には廃止すべきと考える。

（参考）別紙２参照
「プラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方に係る中間取りまとめ
（平成２２年度入札に向けた取りまとめ（案））」に対する意見の提出について（抜粋）

平成２１年８月１０日 (財)食品産業センター

一方、容器包装リサイクル制度の円滑な運用に資するため、再商
品化製品利用製品の率先購入に際しては、再商品化商品利用事
業者と、ニーズの確認等情報連絡を密に行う必要があり、グリーン
購入品目に追加する等の対応が望まれる。

財団法人 食品産業センター

17

９ ＬＣＡ等のリサイクル手法の評価に関する意見

ＬＣＡ等のリサイクル手法の評価については、食品業界としては専
門家の論議を尊重

しかし、ＬＣＡは、バウンダリーや技術進歩率の見込み等の前提条
件の置き方に加え、評価項目の取り方やウエイト付けによって結
果が左右されるという面もあり、あくまでもリサイクル手法を選択す
るに際しての考慮要素の一つであることに十分配慮

なお、材料リサイクルやケミカルリサイクルに加え、サーマルリサ
イクルについても、様々な条件を設定して、十分に評価することが
望ましい。

財団法人 食品産業センター
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１０ 容器包装リサイクル制度への要望

平成１８年に法律改正が行われ、「事業者から市町村への拠出金
制度」の運用が開始されたばかりの現時点では、現行の制度のも
とで、容器包装リサイクル制度が円滑に運営されることを期待。

このため、消費者、市町村、事業者の本制度を担う３者が「協働」
「共創」の精神のもとで、相互に連携を深め、その役割を果たすこ
とが重要。
なお、当面、本制度の運営の面で食品業界として望むことは、

1.プラスチック製容器包装のリサイクルについての「材料リサイ
クル優先の撤廃」

2.プラスチック製容器包装のリサイクルについてのサーマルリサ
イクル導入の条件緩和

である。

財団法人 食品産業センター
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資 料 ３

とりまとめ案

平成１７年１２月

食品容器包装のリサイクルに関する懇談会

jo02
テキストボックス
  （参考）別紙１


jo02
テキストボックス
 
     抜粋
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１．現行制度の評価と課題

（１）容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサ

イクル法」という。）が施行されて、平成１７年１２月で丁度１０年が経過した。

また、同法に基づく容器包装廃棄物の分別収集・選別保管（市町村）や再商品化

（事業者）が実際に開始されてから、ガラス製容器、ペットボトルでは９年近くが、

紙製容器包装や「その他プラスチック」製容器包装では６年近くがそれぞれ経過した

ところである。

この間、容器包装廃棄物のリサイクルは大きく進展し、制定当初の主たる目的であ

った「一般廃棄物の最終処分量の減量」とこれによる「最終処分場の延命」に一定の

効果を発揮している。

さらに、同法が施行される以前から事業者による取組が行われていた食品の容器包

装の軽量化、簡易化、詰替化等も一層進展し、容器包装廃棄物の発生抑制に貢献して

いるとみられる。

（２）他方、家庭から排出される一般廃棄物の総量は微減にとどまり、その中に占める容

器包装廃棄物の割合に大きな変化がみられないことから、容器包装廃棄物の排出量

も、総量としては、大きく減少しているとはいえない状況にある。

○一般廃棄物の最終処分量の推移

資料：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等」
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○一般廃棄物の最終処分場の残余容量と残余年数の推移

資料：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等」

○ごみの排出量の推移

資料：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等」

（３）容器包装、その中でも相当の割合を占める食品の容器包装をみると、消費者のライ

フスタイルや社会構造・流通構造が変革する中で、調理済み食品や加工食品の増加、

高齢者や単身世帯の増加に伴う購入単位の小型化等、多くの増加要因が存在すること

は否めないところである。

こうした中、容器包装廃棄物の総量が増加していないのは、容器包装の軽量化、簡

易化等による事業者サイドの抑制効果が働いた結果であるとの見方も可能である。

しかし、容器包装リサイクル法制定の後、循環型社会形成推進基本法や食品、家

電、自動車などに関する各種個別リサイクル法が次々と制定されてきていることに象

徴されるように、循環型社会の形成が急務となっている今日、食品容器包装廃棄物の

一層の減量化に努め、３Ｒ（発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利

用（リサイクル））を推進することは避けて通れない課題である。
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（４）また、容器包装リサイクル法の運用の実態をみても、最終処分量の減量という観点

からは一定の成果を挙げていると考えられるものの、市町村の役割とされている分別

収集・選別保管に要する費用が増嵩し、その財政を圧迫していると指摘されているこ

と、「その他プラスチック」製容器包装廃棄物の再商品化費用が著しく増加し、環境

負荷及び経済性の観点から、その再商品化のあり方に疑問が投げかけられていること

等は、本制度の将来に大きな影を落としつつある。

（５）こうした状況を踏まえ、今般、容器包装リサイクル法の見直しを進めるに当たって

は、循環型社会の形成推進の観点から、「環境負荷の低減と天然資源の消費の抑制」

を目的とすることを明確に意識するとともに、これに要するコストを最小化するよう

な効率的なシステムを構築し、将来にわたり持続可能な仕組とすることを目指すこと

が必要である。

（６）その際、消費者、事業者、市町村の各主体が、それぞれの立場において可能な限り

効果的な役割を果たすことができるよう、適切な役割分担（費用負担を含む。）のあ

り方等について合理性、公平性の観点を踏まえて十分に論議し、各主体の合意形成が

なされるとともに、透明性を確保した円滑な制度の運用が行われることが大切であ

る。

（７）とりわけ、消費者については、容器包装リサイクル法に基づく基本方針において、

「消費者は、商品の購入等に当たっては、自ら買物袋等を持参し、また、簡易包装化

がなされている商品、詰替可能な商品及び繰り返し使用が可能な容器を用いている商

品等を選択すること等により、容器包装廃棄物の排出のできる限りの抑制に取り組む

ことが必要である。」とされているものの、現行制度の下では、容器包装廃棄物の減

量化等について必ずしも十分な誘因が働いているとはいえない状況にある。

加えて、消費者は、

① 例えば、ＰＥＴボトルのキャップやラベルを外して洗い、潰して排出すること

などにより分別収集や選別の効率化、ひいては分別基準適合物の品質向上にも資

すること

② 地域住民（納税者）として、分別収集・選別保管費用の透明化や業務の効率化

を目指し、当該市町村の廃棄物処理のあり方に関与すること

等ができる重要な立場にあることから、その役割を一層果たし得るよう、積極的な情

報提供を含めた働きかけの強化が不可欠である。

（８）一方、事業者や市町村においては、このような消費者に対する働きかけの強化を含

めて、社会全体の環境負荷の低減と社会的費用の最小化に資するよう、積極的な対応

が求められていることを十分認識し、それぞれの立場において可能な行動を実践に移

すべきであり、制度的にも、そのための環境整備に努めるべきである。

２．見直しの基本的視点

１．の「現行制度の評価と課題」を踏まえた見直しの基本的視点は、次のとおりであ

る。

（１）循環型社会の形成に向けて、食品容器包装廃棄物の３Ｒの推進に最大限の努力がな

されることが必要である。その際、食品容器包装の製造から利用、さらには廃棄、リ
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サイクルに至るライフサイクル全体にわたる費用のほか、環境汚染などの金銭的評価

が困難な費用も含めた、いわゆる「社会的費用」の最小化を目的とすることが必要と

考えられる。

（２）（１）の目的の達成に向けて、次の事項へ留意する必要がある。

① 消費者、事業者、市町村の各主体の納得が得られるよう、役割分担（費用負担を

含む。）の合理性、費用及びシステムの透明性、並びに事業者間や消費者間の費用

負担の公平性の確保を図ること。

② 各主体に対して（１）の目的の達成に向けた誘因が働く仕組みとすること。

その際、各主体が連携して対応する等により効率的・効果的な取組が促進される

こと。

③ とりわけ、消費者に対する食品の容器包装に係る情報の提供などの働きかけを強

化し、その意識を高め、行動の変容につなげること。

④ 現時点での効率性のみならず、将来を見据えた効率性・安定性が確保され、持続

的な環境負荷の低減が実現する仕組みとすること。

３．食品の容器包装をめぐる状況

食品の容器包装は、食品以外の製品の容器包装と同様、内容物の品質を維持し、輸送

・保存を可能とするとともに、家庭等での消費に適した形態、数量等での供給（小分け

等）を可能とするという基本的機能を有している。

これに加えて、食品の容器包装については、食品の「安全性の確保」という衛生面で

の絶対的な要請が求められる。

これらの基本的機能を果たすことを前提に、消費者の視点から見た利便性（重量、割

れにくさ、扱いやすさ、ファッション性、表示や情報提供等）、容器包装のコスト（原

料コストや製造コスト等）や充填効率等を考慮に入れ、更には、廃棄物となった後の環

境負荷等の面にも配慮して、それぞれの商品に適した容器包装が選択されているところ

である。

こうした中で、近年における食品の容器包装をめぐる状況をみると、消費者の食品の

安全・安心への要求の高まり等に加え、いわゆる食の外部化の進展による調理済み食品

や加工食品への需要の増加、食の多様化や高品質化、高齢者や単独世帯の増加に伴う購

入単位の小型化、食品の安全かつ円滑な輸送への対応等により、食品の容器包装は、絶

えざる増大圧力に直面していると推測されている。このような状況は、ＥＵ諸国等でも

同様であるとの指摘も行われている。

したがって、食品の容器包装廃棄物の３Ｒを一層推進するためには、消費者のライフ

スタイルや社会構造・流通構造等の変革を促す必要があることは否定できないところで

ある。

また、食品の容器包装廃棄物は、数年に一度購入される家電製品や自動車のような耐

久消費財と比べ、ほとんどの家庭から高い頻度で排出されるほか、調理済み食品や加工

食品が増大する中で、食品の容器包装廃棄物が生ごみに置き換わっている面があるとの

指摘があること、概していわゆる処理困難物には該当しないこと等の特徴を有してい

る。

なお、食品容器包装については、食品衛生法などにより素材選択が限定されることに

ついても十分認識がなされる必要がある。
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以上、見直しの基本的視点及び食品の容器包装をめぐる状況について、本懇談会におけ

る議論に当たっての共通認識としつつ、 以下の個別の論点について、懇談会における議

論を基に、＜問題意識＞及び＜対応の方向＞の２つの観点から整理を行った。

４．容器包装廃棄物の３Ｒの推進方策

（１）役割（費用）分担の見直し

＜問題意識＞

① 発生抑制(リデュース)、再使用(リユース)の推進及びリサイクルの効率化を進めるた

めの一つの手法として「拡大生産者責任」の考え方がある。

② 「拡大生産者責任」とは、ＯＥＣＤのガイダンスマニュアルの定義によれば、「製品

に対する生産者の物理的および（もしくは）財政的責任が製品ライフサイクルの使用後

の段階にまで拡大」される環境政策アプローチであり、その特徴は、

ⅰ 市町村から、上流の生産者に物理的および（または）財政的に、全体的にまたは

部分的に使用後の製品に関する責任を移すこと

ⅱ 製品の企画設計において環境に対する配慮を組み込む誘因を生産者に与えること

とされている。

ⅲ 当該国の経済的混乱を避け、環境的な便益が得られること

である。

③ 生産者に移す責任の程度と範囲については、上記のとおりＯＥＣＤのガイダンスマニ

ュアルによっても明確に定められているわけではなく、拡大生産者責任のアプローチを

採用しようとする各国の判断に委ねられている。

我が国の容器包装リサイクル法は、事業者（生産者）が、全体のリサイクル過程のう

ち再商品化の部分を分担する仕組であり、使用後の容器包装に関する責任を部分的に事

業者に移すものとして拡大生産者責任の考え方が既に導入されていると整理できる。

④ 拡大生産者責任の考え方をさらに徹底し、現行の市町村の役割とされている分別収集

・選別保管業務についても、費用の支払いを含め事業者の負担を求める意見があるが、

このような役割（費用）負担の見直しには、以下のような課題が存在することから、如

何なる対応がなされるべきか。

ⅰ 役割（費用）負担の見直しは、発生抑制、再使用等の推進方策として有効かどう

か。

ⅱ 一方、現在の役割分担の下においても、発生抑制等各主体が更に努力を重ねるべき

事項が多々存在すると考えられることから、現在の役割分担の下で各主体に期待され

る取組を深化させることが、当面求められるものであり、その成果を待たずして役割

分担を変更することについて、合理的理由が存在するのかどうか。

ⅲ 他方、見直しの観点として分別収集・選別保管費用の削減のほか、３Ｒをさらに促

進する誘因が働くことが重要であるが、現在の役割分担の下に、事業者にこうした誘

因が働くためにはいかなる仕組みが必要か。
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平成２１年８月７日 

 
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 
企画課 リサイクル推進室 御中 
 
 

「プラスチック製容器包装の再商品化手法及び入札制度の在り方に係る 
中間取りまとめ（平成２２年度入札に向けた取りまとめ（案））」に対する 

意見の提出について 
 
 
 
【氏  名】 (財)食品産業センター 理事長 西藤久三 
  （担当：環境委員会 事務局 中井義兼） 
【住  所】 〒107-0052 東京都港区赤坂１－９－１３ 三会堂ビル３階 
【電話番号】 ０３－３２２４－２３８４ 
【FAX 番号】 ０３－３２２４－２３９８ 
【ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ】 y-nakai@shokusan.or.jp 
【意見内容】 
 
 食品業界は、容器包装リサイクル制度の発足以来、最優先課題の一つとして、食品

容器包装の排出抑制に取り組むとともに、（財）日本容器包装リサイクル協会（以下

「容リ協会」という。）に容器包装廃棄物の再商品化を委託し、その円滑なリサイク

ルの実現に寄与してきたところであります。 
また、環境問題に関する啓発活動等、食品企業に課せられた社会的責任を果たし、

資源循環型社会の形成に貢献してまいりました。 
 周知のように、容器包装リサイクル制度においては、再商品化義務を負っているの

は特定事業者であり、再商品化のあり方については、とりわけ特定事業者の意向が適

切に反映されることが円滑な制度運営を確保する上で、重要と考えます。 
ところで、平成２０年度に特定事業者が再商品化のために支払った費用は、４００

億円を超え、そのほとんどをプラスチック製容器包装が占めておりますが、そのリサ

イクルは、コストも高く、質の面でも問題なしとしない状況にあります。 
このため、プラスチック製容器包装のリサイクルについては、今後、再商品化手法

のあり方、とりわけ「材料リサイクル手法の優先的取扱い」に関して、基本的に見直

す必要があると考えられます。 
こうした観点から、食品製造事業者の全国団体である当センターとしては、本年夏

以降の合同会合において、中長期的な課題の検討に際し真摯な議論が交わされること

を期待しているところでありますが、「材料リサイクル手法の優先的取扱い」等につ

いての現段階での当センターの見解は、次のとおりであります。 

抜粋 

（参考）別紙２
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１ 総論 
（１）プラスチック製容器包装の再商品手法については、資源代替性、環境負荷低減

性、及び経済性等の様々な要素を勘案して、選択することが求められるが、資源代

替性、環境負荷低減性の面で、材料リサイクル手法を優先的に取り扱う明確な根拠

が明らかでない状況の下では、再商品化の経済性･効率性を基本とすべきであると

考えられる。 
このため、「材料リサイクル手法の優先的取扱い」については、「激変緩和措置」

は講じつつも、出来る限り早急に撤廃すべきである。 
なお、「材料リサイクル手法の優先的取扱い」を維持したまま、材料リサイクル

の質の向上を図ろうとすれば、現行に比し一層煩雑な分別排出･分別収集を余儀な

くされる惧れがある。このため、本制度の運営に要する費用の最終的な負担者であ

る消費者の納得を得ることが困難であることにも配慮する必要がある。 
 

（２）平成２２年度入札に向けた取り組みのうち、「優先枠を市町村申込み量の５

０％とする」等の措置については、２２年度限りの暫定措置としては止むを得な

いものと考える。 
一方、「総合的な評価の導入」については、その詳細は明らかとなっておらず、

今後の容リ協会の検討に俟たなければならない事項も少なくないが、いずれにし

ても、プラスチック製容器包装の再商品化手法については、経済性･効率性を重視

すべきであると考える。したがって、平成２２年度の入札に当たっても、将来的

には「材料リサイクル手法の優先的取扱い」を撤廃することを視野に入れつつ、

撤廃した場合においても落札可能な材料リサイクル業者が高く評価される仕組み

とすることが望まれる。 
 
（３）また、再商品化業務の厳格化や透明性の向上等については、その必要性は認め

られるものの、行き過ぎた規制強化は、再商品化業務の円滑な実施を阻害する惧れ

があるばかりでなく、容リ協会の組織の肥大化や管理経費の高騰をもたらし、ひい

ては再商品化費用の増加を招きかねないことにも十分留意されたい。 
 
 




